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１ 予 算 案 の 概 要

(１) 予算編成の基本的考え方

□ 平成２２年度当初予算の編成に当たっては、

(1) 財政改革の着実な実行

(2) 平成２２年度重点施策の推進

(3) 役割分担等を踏まえた施策の構築・県民総力戦による実行

を基本方針として検討

□ 平成２２年度当初予算は、「財政改革プログラム」の 終年度として取組みの徹底

を図りながら、厳しさの続く社会情勢の下、経済や雇用の回復に向けて積極的に対応

するとともに、県民が将来の夢や希望を持てるよう地域全体の活力を高めるため、県

内市町村との連携・協働を図りながら、本県の持つ高い潜在能力を引き出し、 大限

活用して、本県の成長を目指す、「ひかり輝く宮崎の未来へ～県民総力結集予算」と

して編成

□ なお、国による施策の見直しや制度改正の動向も適確に把握し、適切に対応

【参考】平成２２年度当初予算編成方針における基本方針

(1) 財政改革の着実な実行

拡大傾向にある収支不足の圧縮、基金取崩しに頼らない持続性のある財政構造へ

の転換が喫緊の課題であり、計画期間の 終年度となる平成２２年度は、本県財政

の健全化の取組を次のステップにつなげる観点から、「財政改革プログラム」の着実

な実行を 重要課題として取り組む。

(2) 平成２２年度重点施策の推進

財政が厳しい中にあっても、「新みやざき創造戦略」の推進及び県政の直面する課

題に積極的に対応するため、「平成２２年度重点施策」を掲げ、緊急的な課題への対

応として、①雇用の確保と就業支援、②地域医療の再生、③中山間地域の活性化、

また、将来的な課題への対応として、④新たな産業の展開、⑤子育て支援と人材の

育成、⑥低炭素社会の実現というテーマについて、重点的な措置を講ずる。

(3) 役割分担等を踏まえた施策の構築・県民総力戦による実行

すべての事業について必要性や県の役割を検証し、事務事業を構築するととも

に、ボランティアやＮＰＯ活動との連携・協働に取り組み、県民総力戦での施策の

推進によって、自立した行財政運営の実現を図る。
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(２) 予算規模

□ 一般会計の予算規模は、５，７７２億６，６００万円（対前年度比１４７億２８百

万円、２.６％増）となり、補助費等、貸付金など一般行政経費の増により、２年連

続の対前年度比プラス

□ 特別会計（１３会計）は、５６億６，５２８万６千円（対前年度比１５億３百万

円、２１.０％減）で、小規模企業者等設備導入資金特別会計、公共用地取得事業特

別会計等の１０会計が減

□ 公営企業会計（４会計）は、３８７億３１４万６千円（対前年度比１７億３３百万

円、４.３％減）で、工業用水道事業会計以外の３会計が減

＊ 対前年度比は、十万円単位で四捨五入（以下同じ。）

○ 予算規模の状況

【参考】 地方財政計画（一般歳出）の伸び率 ０．２％増

国（一般歳出）の伸び率 ３．３％増

○ 当初予算規模の推移（一般会計）

○ 当初予算の対前年度比の推移 （単位：％）

年 度 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

対前年度比 ▲ 2.4 ▲ 3.3 ▲ 2.6 ▲ 1.0 0.6 2.6

＊ 平成１９年度は、６月補正後の数値

　　　　（単位：千円、％）

区　　　分
平成２２年度
当 初 予 算

平成２１年度
当 初 予 算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

一 般 会 計 577,266,000 562,538,000 14,728,000 2.6

特 別 会 計 5,665,286 7,168,410 -1,503,124 -21.0

公営企業会計 38,703,146 40,435,875 -1,732,729 -4.3
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(３) 歳入予算の特徴（一般会計）

□ 自主財源比率は、３６.２％で前年度比０.８ポイント減。景気後退の影響等により

県税の構成比が２.１ポイント減。また、繰入金の構成比は、１.３ポイント増

□ 依存財源比率は、６３.８％で前年度比０.８ポイント増。地方交付税の構成比が

０.３ポイント増であり、臨時財政対策債の増により県債の構成比も０.３ポイント増

○ 歳入予算の状況

＊ 構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

2,089億円

(36.2%)

3,684億円
(63.8%)

県税

780億円
(13.5%)

諸収入

596億円
(10.3%)

繰入金

395億円
(6.8%)

地方消費税清算金

207億円
(3.6%)

使用料・手数料など

111億円
(1.9%)

地方交付税

1,748億円
(30.3%)

国庫支出金

835億円
(14.5%)

県債

947億円
(16.4%)

地方譲与税など

154億円
(2.7%)

歳 入

5,773億円

自主財源

依存財源

      （単位：千円、％）
 平成２２年度

当初予算
構成比

 平成２１年度
当初予算

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

208,909,996 36.2 208,027,046 37.0 882,950 0.4

368,356,004 63.8 354,510,954 63.0 13,845,050 3.9

577,266,000 100.0 562,538,000 100.0 14,728,000 2.6

 区　　　　　分

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計
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① 自主財源

□ 県税は、地方法人特別税の平年度化や景気後退による企業収益の悪化等により、法

人二税、個人県民税等が減少し、７７９億８０百万円（対前年度比９５億円、

１０.９％減）

□ 使用料及び手数料は、高校の実質無償化に伴う県立高等学校授業料の減等により、

７８億７９百万円（対前年度比２６億１３百万円、２４.９％減）

□ 繰入金は、国の臨時的な交付金をもとに積み立てた基金からの繰入れの増等によ

り、３９５億１３百万円（対前年度比８５億６６百万円、２７.７％増）。なお、財源

調整のための基金からの繰入れは、１５０億６７百万円で、平成２２年度末の残高

は、２８６億円程度となる見込み

□ 諸収入は、貸付金元利収入の増等により、５９５億７８百万円（対前年度比５４億

１９百万円、１０.０％増）

＊ 予算額は、十万円単位で四捨五入（以下同じ。）

○ 自主財源の状況

○ 自主財源比率の推移（当初予算ベース） （単位：％）

年 度 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

自主財源比率 33.4 34.8 38.5 38.6 37.0 36.2

＊ 平成１９年度は、６月補正後の数値

○ 県税伸び率の推移 （単位：％）

年 度 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

県 税 伸 び 率 3.2 4.9 17.6 ▲ 4.0 ▲ 9.1 ▲10.9
( 4.0) (▲ 5.4) (▲ 6.1)

＊ １９年度の（ ）書きは、税源移譲、税制改正の影響を除いた伸び率
＊ ２１年度、２２年度の（ ）書きは、地方法人特別税の影響を除いた伸び率

      （単位：千円、％）

平成２２年度
当初予算

構成比
平成２１年度
当初予算

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

208,909,996 36.2 208,027,046 37.0 882,950 0.4

県 税 77,980,000 13.5 87,480,000 15.6 -9,500,000 -10.9

地方消費税清算金 20,713,792 3.6 21,194,758 3.8 -480,966 -2.3

分担金及び負担金 2,146,764 0.4 2,661,800 0.5 -515,036 -19.3

使用料及び手数料 7,879,396 1.4 10,492,454 1.9 -2,613,058 -24.9

財 産 収 入 910,668 0.2 907,299 0.2 3,369 0.4

寄 附 金 187,748 0.0 183,933 0.0 3,815 2.1

繰 入 金 39,513,229 6.8 30,947,652 5.5 8,565,577 27.7

(うち財源調整分) (15,066,858) (2.6) (24,006,269) (4.3) (-8,939,411) (-37.2)

繰 越 金 0 0.0 0 0.0 0 －

諸 収 入 59,578,399 10.3 54,159,150 9.6 5,419,249 10.0

＊　構成比は、予算総額に対するもの 

 区　　　　　分

自 主 財 源
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○ 基金（財政課所管４基金）残高の推移（各年度末） （単位：億円）

年 度 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

基 金 残 高 ６８４ ６６７ ５７７ ５２９ ４３６ ２８６

＊ ２１年度は２月補正予算後、２２年度は当初予算後の見込額
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② 依存財源

□ 地方交付税は、前年度を上回る１，７４７億５６百万円（対前年度比５８億４１百

万円、３.５％増）。

また、地方交付税の代替財源である臨時財政対策債も増加したため（５６３億９９

百万円、対前年度比８９億７８百万円、１８.９％増）、地方交付税との合計では、

２，３１０億９５百万円（対前年度比１４７億５９百万円、６.８％増）。

□ 地方譲与税は、地方法人特別譲与税の平年度化等により、１３４億３７百万円（対

前年度比３８億円、３９.４％増）

□ 地方特例交付金は、児童手当及び子ども手当特例交付金の増等により、１４億２５

百万円（対前年度比４億２２百万円、４２.１％増）

□ 国庫支出金は、補助公共事業の減等により、前年度をやや下回る８３４億７２百万

円（対前年度比４億２１百万円、０.５％減）

□ 県債は、臨時財政対策債の増により９４７億８百万円（対前年度４１億９１百万

円、４.６％増）。なお、臨時財政対策債を除く県債は、公共事業の減等により、

３８３億９百万円（対前年度比４７億８７百万円、１１.１％減）

□ 平成２２年度末の県債残高見込みは９，４１０億円程度で、平成２１年度末見込み

（９，２３８億円）に比べ１７２億円の増。なお、臨時財政対策債を除く県債残高は

６，７１６億円程度で、平成２１年度末見込み（７，００５億円）に比べ２８９億円

の減

○ 依存財源の状況

      （単位：千円、％）

 平成２２年度
当初予算

構成比
平成２１年度

当初予算
構成比

対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

368,356,004 63.8 354,510,954 63.0 13,845,050 3.9

地 方 譲 与 税 13,437,000 2.3 9,637,000 1.7 3,800,000 39.4

地 方 特 例 交 付 金 1,425,000 0.2 1,003,000 0.2 422,000 42.1

地 方 交 付 税 174,756,000 30.3 168,915,000 30.0 5,841,000 3.5

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 558,000 0.1 546,000 0.1 12,000 2.2

国 庫 支 出 金 83,472,004 14.5 83,893,154 14.9 -421,150 -0.5

県 債 94,708,000 16.4 90,516,800 16.1 4,191,200 4.6

(臨時財政対策債除き) (38,309,000) (6.6) (43,095,800) (7.7) (-4,786,800) (-11.1)

( 臨 時 財 政 対 策 債 ) (56,399,000) (9.8) (47,421,000) (8.4) (8,978,000) (18.9)

＊　構成比は、予算総額に対するもの

依 存 財 源

 区　　　　　分
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○ 地方交付税及び臨時財政対策債の状況（当初予算ベース） （単位：百万円、％）

区 分 平成２２年度 平成２１年度 増減額 増減率

地 方 交 付 税 174,756 168,915 5,841 3.5

臨時財政対策債 56,339 47,421 8,978 18.9

計 231,095 216,336 14,759 6.8

○ 県債の状況 （単位：億円、％）

区 分 平成２２年度 平成２１年度 増減額 増減率

県 債 発 行 額
９４７ ９０５ ４２ 4.6

(３８３) (４３１) (▲ ４８) (▲ 11.1)

県 債 残 高
９，４１０ ９，２３８ １７２ 1.9

(６，６９６) (７，００５) (▲ ３０９) (▲ 4.4)

＊（ ）書きは、臨時財政対策債を除いた数値
＊ 県債発行額は当初予算ベースであり、県債残高は年度末残高の見込額（平成２１年度は２月補正後）

○ 県債発行額及び県債残高の推移

○ 県債依存度の推移（当初予算ベース） （単位：％）

年 度 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

県債 依 存度 13.2 12.6 11.8 12.3 16.1 16.4

臨 時 財 政 対 策 債 除 き 9.2 8.9 8.4 8.1 7.7 6.6

＊ 平成１９年度は、６月補正後の数値
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(４) 歳出予算の特徴（一般会計）

○ 歳出予算（性質別）の状況

2,664億円
(46.1%)

1,191億円
(20.6%)

1,918億円
(33.2%)

教育

1,015 億円

警察214 億円

その他

366 億円

公債費

937億円

(16.2%)

扶助費132億円

(2.3%)

補助

521億円

単独

373億円直轄

143 億円

災害復旧事業費

154億円(2.7%)

補助費等

1,169億円

(20.2%)

貸付金

479億円

(8.3%)

その他

270億円

(4.7%)

歳 出

5,773億円

人件費

1,595億円

(27.6%)

普通建設事業費

1,037億円(18.0%)

義務的経費

投資的経費

その他

一般行政経費

      （単位：千円、％）

平成２２年度
当初予算

構成比
平成２１年度
当初予算

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

266,371,455 46.1 267,352,906 47.5 -981,451 -0.4

人 件 費 159,452,341 27.6 161,594,125 28.7 -2,141,784 -1.3

扶 助 費 13,201,394 2.3 12,763,945 2.3 437,449 3.4

公 債 費 93,717,720 16.2 92,994,836 16.5 722,884 0.8

119,091,055 20.6 120,009,868 21.3 -918,813 -0.8

普通建設事業費 103,715,935 18.0 104,616,967 18.6 -901,032 -0.9

（ う ち 補 助 ） (52,144,458) (9.0) (54,621,574) (9.7) (-2,477,116) (-4.5)

（ う ち 単 独 ） (37,274,661) (6.5) (34,059,959) (6.1) (3,214,702) (9.4)

（ う ち 直 轄 ） (14,296,816) (2.5) (15,935,434) (2.8) (-1,638,618) (-10.3)

災害復旧事業費 15,375,120 2.7 15,392,901 2.7 -17,781 -0.1

191,803,490 33.2 175,175,226 31.1 16,628,264 9.5

577,266,000 100.0 562,538,000 100.0 14,728,000 2.6

＊　構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

＊　普通建設事業費の補助、単独には、それぞれ受託事業を含む。

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

区　　　　　分

歳 出 合 計

その他一般行政経費
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① 義務的経費

□ 義務的経費は、扶助費及び公債費が増加するものの、人件費の減少により、

２，６６３億７１百万円（対前年度比９億８１百万円、０.４％減）

□ 人件費は、職員給与の改定、退職者数の減等により、１，５９４億５２百万円（対

前年度比２１億４２百万円、１.３％減）。このうち、退職手当は、１３８億３８百万

円（対前年度比１７億７２百万円、１１.３％減）

□ 扶助費は、自立支援医療費や特定疾患医療費の増等により、１３２億１百万円（対

前年度比４億３７万円、３.４％増）

□ 公債費は、２年連続で増加し、９３７億１８百万円（対前年度比７億２３百万円、

０.８％増）

② 投資的経費

□ 投資的経費は、財政改革プログラムに基づく公共事業費の減など普通建設事業費の

減等により、１，１９０億９１百万円（対前年度比９億１９百万円、０.８％減）

□ 普通建設事業費は、施設整備事業等の県単事業が増加するが、補助公共事業や直轄

事業負担金の減等により、１，０３７億１６百万円（対前年度比９億１百万円、

０.９％減）

□ 災害復旧事業費は、過年災の減により、１５３億７５百万円（対前年度比１８百万

円、０.１％減）

③ 一般行政経費

□ 一般行政経費は、補助費等及び貸付金の増等により、１，９１８億３百万円（対前

年度比１６６億２８百万円、９.５％増）

□ 補助費等は、介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業など国の交付金をもとにした基

金を活用した事業費や社会保障関係費の増等により、１，１６８億８６百万円（対前

年度比１３９億５６百万円、１３.６％増）

□ 貸付金は、中小企業融資制度貸付金の増等により、４７９億９百万円（対前年度比

２４億４１百万円、５.４％増）
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○ 歳出予算（款別）の状況

教育費

1,228億円

(21.3%)

公債費

937億円

(16.2%)

民生費

719億円

(12.5%)

土木費

689億円

(11.9%)

農林水産業費

540億円

(9.4%)

商工費

491億円

(8.5%)

警察費 286億円

(5.0%)

総務費 274億円

(4.7%)

衛生費 183億円

(3.2%)

災害復旧費

154億円 (2.7%)
その他 272億円

(4.7%)

歳 出

5,773億円

（単位：千円、％）

区　　　分
平成２２年度

当初予算
構成比

平成２１年度
当初予算

構成比
対前年度
増 減 額

対前年度
増減率

議 会 費 1,242,713 0.2 1,361,507 0.2 -118,794 -8.7

総 務 費 27,441,279 4.8 28,519,984 5.1 -1,078,705 -3.8

民 生 費 71,895,185 12.5 65,579,711 11.7 6,315,474 9.6

衛 生 費 18,301,610 3.2 14,685,479 2.6 3,616,131 24.6

労 働 費 4,850,420 0.8 1,160,969 0.2 3,689,451 317.8

農林水産業費 53,998,085 9.4 55,011,512 9.8 -1,013,427 -1.8

商 工 費 49,089,300 8.5 42,435,680 7.5 6,653,620 15.7

土 木 費 68,898,557 11.9 72,889,031 13.0 -3,990,474 -5.5

警 察 費 28,617,266 5.0 29,503,704 5.2 -886,438 -3.0

教 育 費 122,837,186 21.3 121,514,796 21.6 1,322,390 1.1

災 害 復 旧 費 15,375,120 2.7 15,392,901 2.7 -17,781 -0.1

公 債 費 93,740,677 16.2 93,016,635 16.5 724,042 0.8

諸 支 出 金 20,878,602 3.6 21,366,091 3.8 -487,489 -2.3

予 備 費 100,000 0.0 100,000 0.0 0 0.0

歳 出 合 計 577,266,000 100.0 562,538,000 100.0 14,728,000 2.6

＊ 構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。
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○ 各費目の主な事業及び対前年度比増減の主な要因
＊ 金額は、千万円単位で四捨五入

□ 総務費（対前年度比 ３.８％減）

【主な事業】 県税の賦課徴収費（２４億円）、市町村合併支援費（１２億円）、庁舎管

理等の財産管理費（１０億円）等

【増減要因】 合併関係市町村財政健全化支援事業、市町村合併支援事業の減等

□ 民生費（対前年度比 ９.６％増）

【主な事業】 老人保健医療対策費（１３９億円）、国民健康保険助成費（１０６億円）、

介護保険対策費（１２３億円）等

【増減要因】 介護職員処遇改善等臨時特例基金事業費、介護基盤緊急整備等臨時特例

基金事業費の増等

□ 衛生費（対前年度比 ２４.６％増）

【主な事業】 県立病院管理費（４８億円）、難病等対策費（１５億円）、地域医療再生

基金事業費（７億円）、救急医療対策費（５億円）、へき地医療対策費（２

億円）等

【増減要因】 地域医療再生基金事業費、医療施設耐震化臨時特例基金事業費の増等

□ 労働費（対前年度比 ３１７.８％増）

【主な事業】 ふるさと雇用再生特別基金事業費（１８億円）、緊急雇用創出事業臨時特

例基金事業費（１７億円）、県立産業技術専門校費（５億円）、認定職業訓

練費（１億円）、職業能力開発対策費(１億円）等

【増減要因】 ふるさと雇用再生特別基金事業費、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業

費の増等

□ 農林水産業費（対前年度比 １.８％減）

【主な事業】 農村総合整備対策費、山地治山事業、水産基盤整備事業等の公共事業

（２２５億円）、木材産業振興対策費（２２億円）、林業・木材産業構造改

革事業費（２１億円）、園芸産地基盤強化緊急整備事業費（１億円）等

【増減要因】 公共事業費の減等

□ 商工費（対前年度比 １５.７％増）

【主な事業】 中小企業金融対策費（３２４億円）、企業立地基盤整備等対策費（７９億

円）、小規模事業対策費（１４億円）、企業立地フォローアップ等対策費

（６億円）等

【増減要因】 中小企業融資制度貸付金、企業立地基盤整備等対策費の増等
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□ 土木費（対前年度比 ５.５％減）

【主な事業】 道路新設改良事業、河川事業、砂防事業、港湾建設事業、直轄高速自動

車国道事業負担金等の公共事業（５５７億円）、県営住宅管理費（１０億

円）等

【増減要因】 公共事業費の減等

□ 警察費（対前年度比 ３.０％減）

【主な事業】 交通安全施設整備事業費（１１億円）、運転免許費（７億円）、交通安全

施設維持費（５億円）、装備費（４億円）等

【増減要因】 警察施設費の減等

□ 教育費（対前年度比 １.１％の増）

【主な事業】 県立学校運営費（１８億円）、私学振興費（７１億円）、県立看護大学運

営費（１０億円）、競技力向上推進事業（２億円）等

【増減要因】 私立高等学校等就学支援金の新設、県立特別支援学校整備費、県立高等

学校再編整備費の増等

□ 災害復旧費（対前年度比 ０.１％減）

【増減要因】 過年災の減等

□ 公債費（対前年度比 ０.８％増）

【増減要因】 元金償還金の増等

□ 諸支出金（対前年度比 ２.３％の減）

【主な事業】 地方消費税交付金（１０４億円）、地方消費税清算金（８７億円）、 自動

車取得税交付金（９億円）、ゴルフ場利用税交付金（４億円）等

【増減要因】 自動車取得税交付金の減等
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(５) 特別会計

□ 小規模企業者等設備導入資金特別会計は、一般会計への繰出金、償還金の減等に

より、６億７百万円（対前年度比７億７５百万円、５６.１％減）

□ 公共用地取得事業特別会計は、公共事業の減に伴う再取得の減等により、１０億

１百万円（対前年度比５億８８百万円、３７.０％減）

□ 港湾整備事業特別会計は、港湾機能施設整備事業の増等により、１９億５２百万

円（対前年度比１億５４百万円、８.６％増）

(６) 公営企業会計

□ 電気事業会計は、建設改良費の減等により、６５億９３百万円（対前年度比３億

２１百万円、４.６％減）。工業用水道事業会計は、耐震工事等の建設改良費の増等

により、５億５百万円（対前年度比７６百万円、１７.７％増）

□ 県立病院事業会計は、医業費用及び企業債償還金の減等により、３１５億６６百

万円（対前年度比１４億８６百万円、４.５％減）

    （単位：千円、％）

会　　計　　名
平成２２年度
当初予算

平成２１年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

開発事業特別資金 55,223 36,545 18,678 51.1

母子寡婦福祉資金 504,784 632,782 -127,998 -20.2

山 林 基 本 財 産 89,879 95,024 -5,145 -5.4

拡 大 造 林 事 業 217,421 233,569 -16,148 -6.9

林 業 改 善 資 金 254,585 254,654 -69 -0.0 

小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金

607,022 1,382,206 -775,184 -56.1

えびの高原スポーツレ
クリエーション施設

3,552 3,899 -347 -8.9

県 営 国 民 宿 舎 316,188 341,390 -25,202 -7.4

農 業 改 良 資 金 233,999 373,659 -139,660 -37.4

沿岸漁業改善資金 202,112 207,000 -4,888 -2.4

公共用地取得事業 1,000,935 1,589,293 -588,358 -37.0

港 湾 整 備 事 業 1,951,658 1,797,422 154,236 8.6

県立学校実習事業 227,928 220,967 6,961 3.2

合　　　　　計 5,665,286 7,168,410 -1,503,124 -21.0

    （単位：千円、％）

会　　計　　名
平成２２年度
当初予算

平成２１年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

電 気 事 業 6,593,468 6,914,208 -320,740 -4.6

工業 用 水 道事 業 504,996 429,148 75,848 17.7

地 域 振 興 事 業 38,455 40,223 -1,768 -4.4

県 立 病 院 事 業 31,566,227 33,052,296 -1,486,069 -4.5

合　　　　　計 38,703,146 40,435,875 -1,732,729 -4.3
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(７) 財政改革の着実な取組み

① 総括的事項

□ 計画期間の 終年度となる平成２２年度は、「宮崎県行財政改革大綱２００７」の

財政改革プログラムの着実な実行を図るため、引き続き、人件費の削減や投資的経費

の縮減・重点化、事務事業の徹底した見直し、財源確保対策等を推進

□ 平成２２年度の収支不足は、地方財政対策等により、財政改革プログラムの中期財

政見通しにおける３０６億円から２５７億円程度まで縮小したが、本県財政の健全化

の着実な推進の観点から、更なる事務事業の見直し、歳入の確保等を図り、 終的な

収支不足額を１５１億円程度まで圧縮

□ 県債発行額は、地方交付税の代替財源である臨時財政対策債の増加により、９４７

億円（前年度比４２億円、４.６％増）と増加したが、臨時財政対策債を除く県債は

３８３億円（前年度比４８億円、１１.１％減）に圧縮

□ 県債残高は、臨時財政対策債の発行増により２年連続で増加し、９，４１０億円程

度（平成２１年度末比１７２億円、１.９％増）。ただし、臨時財政対策債を除く県債

残高は減少しており、６，６９６億円程度（平成２１年度末比３０９億円減）

□ 事業の必要性や役割分担のあり方等の観点から徹底して行った事務事業の見直しに

より捻出した財源等の一部を県政の重要施策に充当し、新規事業１１９件（１０４億

円程度）、改善事業７０件（２６億円程度）を措置

□ 収支不足額は前年度よりも縮小したものの、依然として多額の取崩しを行ったこと

により、財源調整のための基金の平成２２年度末残高は、２８６億円程度の見込み

【参考】財政改革プログラムにおける見直し目標額等 （単位：億円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 計
収 支 不 足 見 込 額

(中期見通し)<一般財源ベース>
２３８ ２６４ ２７８ ３０６ １，０８６

１ 収支不足圧縮額

<一般財源ベース>
１３６ １４７ １８２ ２１１ ６７６

２ 歳出見直し額

<事業費ベース>
２１１ ２８５ ３６５ ４３７ １，２９８

財源調整のための基金残高

（２月補正後の残高見込み）
５０６ ３８９ ２９３ １９８

＊ 見直し目標１及び２の額には、執行段階での経費節約等を含む。

＊ 基金残高は、２月補正後の見込みであり、当初予算編成時点での残高ではない。

見
直
し
目
標
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② 平成２２年度における収支不足額及び収支改善の取組み

□ 平成２２年度予算における収支不足額（一般財源ベース）
（単位：億円）

収 支 不 足 内 容 金 額

１ 中期財政見通し上の収支不足額 ▲３０６

２ 平成２２年度地方財政対策等の影響 １９０

３ 中期財政見通しより歳入減 ▲ ９４

４ 中期財政見通しより歳出増 ▲ ２１

５ 新規事業等の財源 ▲ ２６

計 ▲２５７

□ 収支改善の取組み（一般財源ベース）
（単位：億円）

区 分 収支改善額

１ 人件費の削減 １２

２ 投資的経費の縮減・重点化 ４

３ 事務事業の見直し ８６

４ 歳入確保対策 ４

計 １０６

③ 主な取組み

□ 人件費の削減 ▲１２億円

(1) 特別職の給料・管理職手当の減額

・ 知事（▲20％）、副知事（▲10％）、その他特別職（▲5％）

・ 管理職手当（▲10％）

(2) 給与構造改革による一般職給与水準引下げ

（期末・勤勉手当の支給割合の減等の給与改定については、別途 ▲２２億円）

□ 投資的経費の縮減・重点化 ▲４億円

(1) 公共事業の縮減・重点化

・ 新直轄、維持管理経費を除き、前年度比▲５％の範囲内において、国の当初予

算を勘案

・ 新直轄、維持管理経費は所要額

(2) 必要性、緊急性が特に高いものを除き、施設の新規着工を凍結
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□ 事務事業の見直し ▲８６億円

事業の必要性や役割分担のあり方等の観点から、県単補助金をはじめ、すべての事

務事業について、目的、効果等を検証しながら、徹底した見直し（スクラップ・アン

ド・ビルドを含む。）を行い、総額８６億円程度を削減

【参考】主な見直し例

・ 電子申請届出システム運営事業（運営形態の見直しによる経費削減）

・ 高齢者総合支援センター運営事業（事業を統合し、新規事業へ再編）

・ 販路拡大支援プロジェクト事業運営費補助金（補助金の廃止）

・ 県営住宅管理費（指定管理者への委託範囲を拡大）

・ 建設技術センター費、若手建設技術者育成支援事業費（指定管理者への委託）

・ 交番・駐在所庁舎新築費（リース交番の導入による経費節減等）

□ 歳入確保対策 ４億円

(1) 借換債の発行

当面の公債費負担軽減のため、借換債を発行（収支改善分９千万円）。

(2) 公営企業会計貸付金の活用

災害・環境対策事業の財源として公営企業会計から借入れ

平成22～25年度 毎年度３億円（平成22年度は、既存借入れと合わせ６億円）

(3) ネーミングライツの活用

平成20～22年度 毎年度２千万円（県立芸術劇場→メディキット県民文化センター）

(８) その他

① ゼロ予算施策の推進

県民への情報提供の充実や県有施設等の有効活用・開放など新たな予算を伴わずに県

民サービスの向上に資する施策を積極的に推進

【主な施策】

・ 新エネルギー施設等の情報提供

・ 子育て支援協働推進事業

・ 試験・研究用ほだ木（シイタケ原木）の有効利用による森林環境教育の推進

・ 地球温暖化対策に関する提案の募集

・ 県内企業に対する細やかな支援

・ みやざき茶好感度アップ作戦（家庭に急須を復活させるプロジェクト）

・ 地域住民による河川管理モニターの実施

・ 若手アーティスト支援のための彫刻展示室開放（チャレンジギャラリー）
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② 「政策研究」の検討結果等の事業化

県政が直面している分野横断的な課題について、各部の「政策研究グループ」におけ

る検討結果及び検討過程の要素を事業化

・ 鳥獣被害対策緊急プロジェクト（２９１百万円）

新たな視点に立った鳥獣被害対策体制の整備や、市町村と連携した緊急的な捕獲対

策等の鳥獣被害対策の推進

・ 森林資源活用温暖化対策推進事業（１０百万円）

森林の有する二酸化炭素吸収機能や木質バイオマスへの燃料代替による二酸化炭素

削減により、低炭素社会の実現に向けた取組を進めるとともに、Ｊ－ＶＥＲ制度を活

用して山元に利益を還元するシステムをモデル的に構築

③ 不適正な事務処理に関する再発防止策の着実な実施

不適正な事務処理の再発防止策として、引き続き、予算執行システムや物品調達シス

テム面での対策を推進

【主な施策】

・ 「調整事務費」の措置（平成２０年度から）

緊急に必要となった備品等の購入に迅速に対応するための「調整事務費」を各部

連絡調整課に措置（６百万円）

・ 流用手続の簡略化（平成２０年度から）

同一目内の節間における予算の流用（流用禁止科目を除く。）について、各部局

が主体的に対応

・ 物品管理システムの指導強化（平成２０年度から）

指導専門員及び検査専門員による出先機関への物品管理事務に関する指導や本庁

における物品の納品・検査の強化

・ メリットシステムの導入（平成２１年度から）

経費の節約を奨励するため、努力や創意工夫により生じた平成２１年度予算一般

事務費の執行残額について、その一部を「調整事務費」に加算措置（２２百万円）
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（参考）国の予算・地方財政計画の状況

（１） 国の予算

□ 「人間のための経済」を目指すため、人のいのちを大切にし、国民の生活を守り、

国民のくらしの豊かさに力点を置いた経済・社会へ転換していく観点から、平成２２

年度予算は、子育て、雇用、環境、科学・技術に重点

□ その際、事業仕分け結果の厳格な反映による歳出削減と、特別会計の聖域なき見直

しによる税外収入の確保を 大限活用。国債発行額を約４４兆円以内に抑制

□ 一般歳出は、５３兆４，５４２億円（３.３％増）で４年連続の増。税収の大幅な

減少（１８.９％減）により、国債の新規発行額は２年連続の増加（３３.１％増）

区 分 平成２２年度 平成２１年度 伸 率
一 般 会 計 92兆2,992億円 88兆5,480億円 4.2%

歳入のうち 税 収 37兆3,960億円 46兆1,030億円 ▲ 18.9%
公 債 金 44兆3,030億円 33兆2,940億円 33.1%

歳出のうち 一 般 歳 出 53兆4,542億円 51兆7,310億円 3.3%
うち公共事業関係費 5兆7,731億円 7兆 701億円 ▲ 18.3%
うち社会保障関係費 27兆2,686億円 24兆8,344億円 9.8%

（２） 地方財政計画

□ 地域主権改革の第一歩として地方が自由に使える財源を増やすため、地方交付税を

１兆７３３億円増額。併せて、地方財政計画に特別枠「地域活性化・雇用等臨時特例

費」（９，８５０億円）を創設し、地域のニーズに応えられるよう、当面の地方単独

事業等の実施に必要な財源を確保。「地方再生対策費」は平成２１年度と同額

□ 地方交付税及びその代替財源である臨時財政対策債の合計は３兆６，３１６億円増

で、３年連続の増加。ただし、地方税の減少により、一般財源総額は３，３１７億円

の増（交付団体ベースでは９，６１４億円の増）に止まる。

□ 歳出の見直しを行い、地方財政計画の歳出規模は、８２兆１，２００億円（対前年

度比４，３５７億円、０.５％減）で、「地域活性化・雇用等臨時特例費」等を除く

と、さらに減少（対前年度比９，２０７億円、１.１％減）

区 分 平成２２年度 平成２１年度 伸 率
地 方 財 政 計 画 82兆1,200億円 82兆5,557億円 ▲ 0.5%

（地 域 活 性 化 ・ 雇 用 等 臨 時 特 例 費 等 除 き） (81兆1,350億円) (82兆 557億円) (▲ 1.1%)
歳入のうち 地 方 交 付 税 16兆8,935億円 15兆8,202億円 6.8%

地 方 債 13兆4,939億円 11兆8,329億円 14.0%
うち臨時財政対策債 7兆7,069億円 5兆1,486億円 49.7%

地 方 交 付 税 ＋ 臨 時 財 政 対 策 債 24兆6,004億円 20兆9,688億円 17.3%
歳出のうち 地 方 一 般 歳 出 66兆3,200億円 66兆2,186億円 0.2%

(地域活性化・雇用等臨時特例費等除き) (65兆3,350億円) (65兆7,186億円) (▲ 0.6%)
投 資 単 独 事 業 費 6兆8,700億円 8兆 808億円 ▲15.0%


